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連結注記表 
 

Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数    12社 

(2)連結子会社の名称 

非連結子会社であった株式会社コアパックは、当社グループにおける重要性が増したため、当連結会計年度よ

り連結子会社の範囲に含めております。 

また、OKURA PULP&PAPER HONG KONG LTD. 及びSHINSEI PULP&PAPER SINGAPORE PTE LTD.は

清算結了したため、連結の範囲から除外しております。ただし、清算日までの損益計算書については連結してお

ります。 

 

(3)主要な非連結子会社の名称  

SHINSEI PULP&PAPER AUSTRALIA PTY LTD. 株式会社ムロマチ 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみてもいずれも小規模であり、かつ全体として連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数 

関連会社 ３社 

(2)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称 

極東高分子株式会社 株式会社大文字洋紙店 

東拓（上海）電材有限公司  

(3)持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 SHINSEI PULP&PAPER AUSTRALIA PTY LTD. 株式会社ムロマチ 

持分法を適用していない理由 

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、海外子会社５社（大倉紙業商事（上海）有限公司、大倉商貿（上海）有限公司、SHINSEI PU

LP&PAPER （USA） CORP.、SHINSEI PULP&PAPER (M) SDN. BHD.、SHINSEI PULP&PAPER (THAILAN

D)CO.,LTD.）の決算日は12月末日であります。 

連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日との差が３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の決算日現

在の計算書類によっております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

 

オーピーパーム株式会社 オーピーパック株式会社 

株式会社紙大倉 株式会社コアパック 

株式会社興栄 新生物流株式会社 

山一加工紙株式会社 大倉紙業商事（上海）有限公司 

大倉商貿（上海）有限公司 SHINSEI PULP&PAPER （USA） CORP. 

SHINSEI PULP&PAPER (M) SDN. BHD. SHINSEI PULP&PAPER (THAILAND)CO.,LTD. 
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４．会計方針に関する事項 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

       満期保有目的の債券 ……… 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

        市場価格のあるもの ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        市場価格のないもの ……… 移動平均法による原価法 

②デリバティブ ……… 時価法 

③たな卸資産         ……… 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

（2）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

（リース資産を除く） 

……… 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

（リース資産を除く） 

……… 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。 

③リ ー ス 資 産   

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ……… リース期間を耐用年数とし、残存価額については、リース契約上に

残価保証の取り決めがある場合は当該残価保証額、それ以外は零

とする定額法を採用しております。 

④長期前払費用 ……… 均等償却をしております。 

（3）引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金              ……… 

 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。            

②賞 与 引 当 金              ……… 

 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。 

③役 員 退 職 引 当 金              ……… 

 

役員に対する退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

④関係会社事業損失引当金 ……… 

 

関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社に対する出資

金額等に係る損失負担見込額を超えて当社が負担することが見込

まれる額を計上しております。 

 （4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①繰延資産の処理方法 

社債発行費  

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 

②ヘッジ会計の処理 

繰延ヘッジ処理を行っております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に

よっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 
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③退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、

退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっており

ます。 

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

当社の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

④消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．表示方法の変更に関する注記 

 （「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準31号 2020年3月31日）を当連結会計年度の年

度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しており

ます。 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「特別損失」の「リース解約損」は金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度より「特別損失」の「その他」に含めて表示しております。 

 

６．会計上の見積りに関する注記 

（1）貸倒懸念債権に対する引当金 

①当連結会計年度に関わる連結計算書類に計上した金額 

 貸倒引当金 519 百万円 

②その他の情報 

貸倒懸念債権に対する貸倒引当金の計上については財務内容評価法を用いて個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を見積もっております。財務内容評価法の適用に当たっては、債務者の直近の財

務諸表を入手の上、計上されている固定資産その他を時価評価額に置き換えた時価純資産を算定し、こ

れと会社の債権額とを比較すること等により、実質的に取立可能と見込まれる金額を見積もっております。 

当該見積りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、翌連結会計年度以降の連結

計算書類に重要な影響を与える可能性があります。 

 

７．追加情報 

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り） 

新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定及び会計上の見積りについて、前連結会計年度末からの重

要な変更は行っておりません。 

世界的な新型コロナウイルス感染症拡大の影響は引き続き不透明ではありますが、当社グループでは現時

点で入手可能な情報を踏まえ、一定期間にわたり当該影響が継続する仮定のもと、繰延税金資産の回収可

能性等の会計上の見積りを行っております。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確実性が高いため、上記仮定に変化が生じた場合には、今後

の財政状態・経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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Ⅱ 連結貸借対照表に関する注記 

 

 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保資産   

 建物及び構築物 464 百万円 

 土地 202 百万円 

  計 666 百万円 

 

担保付債務   

 短期借入金 21 百万円 

 長期借入金  270 百万円 

  計 291 百万円 

 

３．受取手形割引高 

 

 

Ⅲ 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数 普通株式  80,000,000株 
 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和2年5月26日
取締役会

普通株式 380 5 令和2年3月31日 令和2年6月22日

令和2年11月17日
取締役会

普通株式 380 5 令和2年9月30日 令和2年12月1日

計 761

 

 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和3年5月25日
取締役会

普通株式 380 利益剰余金 5 令和3年3月31日 令和3年6月21日

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 23,296 百万円 

受取手形 210 百万円 
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Ⅳ 金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

 (1)金融商品に対する取組方針 

当社グループは、年次予算及び設備投資計画に基づき、必要な資金を調達しております。 

一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金については銀行借入により

調達しております。デリバティブは、金利変動リスク及び為替変動リスクを回避する目的で利用しており、投機

的な取引は行わない方針であります。 

 (2)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

外貨建ての営業債権をネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジしております。 

有価証券は、元本の毀損リスクが極めて低い信託受益権等の金融商品であります。投資有価証券である株式

は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。満期保有目的

の債券は、余資の運用を目的として取得しておりますが、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リ

スクは僅少であります。また、取引先企業等に対し長期貸付を行っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年内の支払期日です。また、その一部には商品等

の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛

金残高の範囲内にあります。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達です。長期借入金、

社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの

であり、償還日は決算日後、最長で17年後です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております

が、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。 

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替

予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。 

 (3)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、取引先債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各本支店の管理部門が主要

な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の取引先債

権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。 

有価証券及び満期保有目的の債券は、格付の高い発行体及び格付の高い債券のみを対象としているため、

信用リスクは僅少であります。 

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスク（取引先の債務不履行によるリスク）を軽

減するために、格付の高い金融機関を中心に取引を行っております。 

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額に

より表されております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

デリバティブ取引につきましては、取引権限や限度額等を定めたデリバティブ管理規程に基づき財務部が

取引、記帳及び契約先と残高照合を行っております。月次の取引実績は、財務部長に報告の上、異常性を

発見した時は経理管理責任者（財務部所管の役員）へ報告しております。 

③資金調達に係る流動性のリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リスク

を管理しております。 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

令和３年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注2）をご

参照ください。） 
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)現金及び預金 10,151 10,151 －
(2)受取手形及び売掛金 64,470

電子記録債権 12,499
　　貸倒引当金（*１） △ 236

76,734 76,734 －
(3)短期貸付金 60 60 －
(4)有価証券及び投資有価証券
　　満期保有目的の債券 1,402 1,399 △ 2
　　その他有価証券 26,461 26,461 0
(5)長期貸付金 341
　　貸倒引当金（*２） △ 327

13 14 0
資産計 114,823 114,822 △ 1
(1)支払手形及び買掛金 65,803 65,803 －
(2)短期借入金 4,173 4,173 －
(3)１年内償還予定の社債 500 500 －
(4)未払法人税等 784 784 －
(5)長期借入金 3,116 3,124 7
(6)リース債務（流動・固定負債） 346 340 △ 5
負債計 74,723 74,725 1
デリバティブ取引（*３） (2) (2) －

　　　個別貸倒引当金（191百万円）を控除しております。
（*２）長期貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。
（*３）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
       合計で正味の債務となる項目については（）で示しております。

（*１）受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に対応する一般貸倒引当金（44百万円）及び

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金並びに電子記録債権、(3)短期貸付金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(4)有価証券及び投資有価証券 

株式は取引所の価格によっており、債券及び信託受益権は取引金融機関から提示された価格によっております。 

(5)長期貸付金 

長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを

国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸

念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等

により、時価を算定しております。 

負債 

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、（4）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3) １年内償還予定の社債 

当社の発行する社債の時価は、市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(5)長期借入金、(6)リース債務(流動・固定負債) 

これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。 

 

デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、

当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 
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（注２）非上場株式（連結貸借対照表額 2,616百万円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「資産（4）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 

長期預り保証金（連結貸借対照表額 1,965百万円）については、市場価格がなく、かつ、実質的な預り期間を算定する

ことが極めて困難であることから、金融商品の時価等に関する事項には含めておりません。 

 

Ⅴ 賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の連結子会社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を

有しております。 

令和３年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,290百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃

貸費用は売上原価に計上）であります。 

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項 

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度末増減額及び時価は、次のとおりでありま

す。 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表計上額 
当連結会計年度末の時価 

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度末増減額 当連結会計年度末残高 

14,797 177 14,974 28,811 

 

Ⅵ １株当たり情報に関する注記 

 

 

 

Ⅶ 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

Ⅷ 重要な後発事象に関する注記 

 

（重要な資産の譲渡） 

当社は、令和３年４月 26 日開催の取締役会において、当社が所有する固定資産の譲渡を決議し、令和３年５月

31 日に譲渡を完了しております。 

１．譲渡の理由 

経営資源の有効活用を図るため 

２．譲渡資産の内容 

（１）種類： 土地   347.93 ㎡ 

       建物  1,291.05 ㎡ 

（２）所在地： 札幌市中央区大通西５丁目 

（３）現況  当社札幌支店及び賃貸用不動産 

３．譲渡先の概要等 

譲渡先、譲渡価額につきましては、譲渡先との守秘義務により開示は控えさせていただきます。 

なお、譲渡先と当社との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はなく、また当社の関連当事

者にも該当しておりません。 

４．物件引渡日 

  令和３年５月 31 日 

５．損益に与える影響 

令和３年９月期において、固定資産売却益約 740 百万円を特別利益として計上する見込みです。 

なお、売却にあたり譲渡先と賃貸借契約を締結し、札幌支店は一定期間入居することにより、移転先の検討

期間を設けることとしております。 

１株当たり純資産額 860円58銭 

１株当たり当期純利益 43円03銭 
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（吸収分割による事業の承継） 

当社連結子会社である株式会社紙大倉は、協同紙商事株式会社との間で令和３年２月 22 日に締結した吸収

分割契約に基づき、令和３年４月 1 日を効力発生日として板紙販売を主力とする紙販売事業を吸収分割の方法

により承継いたしました。 

1. 企業結合の概要 

（１）相手企業の名称及び取得した事業の内容 

相手企業の名称    協同紙商事株式会社 

取得した事業の内容  不動産賃貸事業以外の事業（主に紙販売事業） 

（２）企業結合を行った主な理由 

協同紙商事株式会社は、板紙販売を主力とする当社の取引先であります。 

洋紙販売を主力とする株式会社紙大倉（当社連結子会社）との連携により、お客様に対して幅広い商品の

提案が可能となり、また物流やシステムなど様々な分野でもシナジー効果が期待できることから、両社で協

議のうえ合意に至りました。 

（３）企業結合日 

令和３年４月１日 

（４）企業結合の法的形式 

協同紙商事株式会社を吸収分割会社とし、株式会社紙大倉（当社連結子会社）を吸収分割承継会社とす

る吸収分割(簡易吸収分割) 

（５）結合後企業の名称 

当社連結子会社である株式会社紙大倉は、令和３年４月１日をもちまして株式会社紙大倉から協同紙商事

株式会社へ商号変更いたします。 

2. 企業結合日に受け入れた資産及び負債の額 

現時点では確定しておりません。 
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個別注記表 
 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

満 期 保 有 目 的 の債 券 …… 償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法 

そ の 他 有 価 証 券   

市場価格のあるもの …… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定。） 

市場価格のないもの …… 移動平均法による原価法 

(2)デリバティブ …… 時価法 

(3)たな卸資産 …… 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

……… 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

……… 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。 

(3) リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ……… リース期間を耐用年数とし、残存価額については、リース契約

上に残価保証の取り決めがある場合は当該残価保証額、それ

以外は零とする定額法を採用しております。 

(4) 長期前払費用 ……… 均等償却をしております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 ……… 

 

 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(2) 賞 与 引 当 金 ……… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 ……… 

 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。 

なお、当事業年度末については、年金資産額が退職給付債

務額から未認識数理計算上の差異を減算した額を超過して

いるため、超過額を前払年金費用に計上しております。 

(4) 役員退職引当金 ……… 

 

役員に対する退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

(5) 関係会社事業損失引当金 ……… 関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社に対する

出資金額等に係る損失負担見込額を超えて当社が負担する

ことが見込まれる額を計上しております。 
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４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1)繰延資産の処理方法   

社 債 発 行 費 ……… 

 

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しておりま

す。 

(2)ヘッジ会計の処理 

 

……… 

 

繰延ヘッジ処理を行っております。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約については振当処理によっており、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処

理によっております。 

(3)消費税等の会計処理 ……… 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。 

 

Ⅱ 表示方法の変更に関する注記 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準 31号 2020年 3月 31日）を当事業年度の年度末

に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。 

 

（損益計算書関係） 

前事業年度において、区分掲記しておりました「特別損失」の「リース解約損」は金額的重要性が乏しくなっ

たため、当事業年度より「特別損失」の「その他」に含めて表示しております。  
 

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記 

（1）貸倒懸念債権に対する引当金 

①当事業年度に関わる計算書類に計上した金額 

 貸倒引当金 1,530 百万円 

②その他の情報 

貸倒懸念債権に対する貸倒引当金の計上については財務内容評価法を用いて個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を見積もっております。財務内容評価法の適用に当たっては、債務者の直近の財務

諸表を入手の上、計上されている固定資産その他を時価評価額に置き換えた時価純資産を算定し、これと

会社の債権額とを比較すること等により、実質的に取立可能と見込まれる金額を見積もっております。 

当該見積りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、翌事業年度以降の計算書類

に重要な影響を与える可能性があります。 

 

Ⅳ 追加情報 

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り） 

新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定及び会計上の見積りについて、前事業年度末からの重要な変更

は行っておりません。 

世界的な新型コロナウイルス感染症拡大の影響は引き続き不透明ではありますが、当社では現時点で入手可能

な情報を踏まえ、一定期間にわたり当該影響が継続する仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の

見積りを行っております。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響は不確実性が高いため、上記仮定に変化が生じた場合には、今後の財

政状態・経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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Ⅴ 貸借対照表等に関する注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

売 上 高 10,389 百万円 

仕 入 高 2,786 百万円 

販売費及び一般管理費 1,099 百万円 

営業取引以外の取引高 37 百万円 

特別利益に計上した関係会社清算益 103 百万円 

 

Ⅶ 株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び総数  

普通株式 3,885,133 株 

 

Ⅷ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 20,684 百万円 

２．保証債務   

 銀行借入債務等に対する保証 139 百万円  

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務  

 関係会社に対する短期金銭債権 5,581 百万円  

 関係会社に対する長期金銭債権 388 百万円  

 関係会社に対する短期金銭債務 1,299 百万円  

（繰延税金資産）   

  貸倒引当金繰入超過額 720 百万円 

  賞与引当金 120 百万円 

  役員退職引当金 50 百万円 

  固定資産減損損失 250 百万円 

  投資有価証券評価損 971 百万円 

  未払事業税 44 百万円 

  資産除去債務 6 百万円 

  出資金評価損 413 百万円 

  その他 65 百万円 

 繰延税金資産小計 2,643 百万円 

  評価性引当額 △2,266 百万円 

 繰延税金資産合計 376 百万円 

（繰延税金負債）   

  固定資産圧縮積立金 2,126 百万円 

  前払年金費用 508 百万円 

  その他有価証券評価差額金 2,195 百万円 

繰延税金負債合計 4,830 百万円 

繰延税金負債の純額 4,453 百万円 
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Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記 

1.親会社及び法人主要株主等 

                                                                       （単位：百万円） 

種 類 会社名 

議決権等の所

有（被所有）割

合 

関係当事者

との関係 取引の内容 
取引金額

（注１） 
科 目 

期末残高

（注１） 

主要株主 

（会社等） 
日本製紙㈱ 

被所有 

 直接 11.3% 

 間接  0.0% 

商品の購入 
紙・パルプ類

の購入(注２) 
58,516 買掛金 18,369 

主要株主 

（会社等） 

北越コーポレー

ション㈱ 

被所有 

 直接 11.2% 

 間接  2.6% 

商品の購入 
紙・パルプ類

の購入(注２) 
30,232 買掛金 9,617 

２．関連会社等 

  （単位：百万円） 

種 類 会社名 

議決権等の所

有（被所有）割

合 

関係当事者

との関係 取引の内容 
取引金額 

（注１） 
科 目 

期末残高 

（注１） 

子会社 

SHINSEI PULP& 

PAPER （USA） 

CORP. 

所有 

 直接100.0% 
商品の販売 

紙類の販売

(注２) 
2,229 売掛金 1,871 

 

（注）１上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高につきましては消費税等が含まれております。 

２取引条件及び取引条件の決定方針 

紙・パルプ類の購入及び紙類の販売については、市場価格に基づき交渉の上、決定しております。 

 

Ⅹ １株当たり情報に関する注記 

 

 

 

Ⅺ 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

Ⅻ 重要な後発事象に関する注記 

（重要な資産の譲渡） 

当社は、令和３年４月 26日開催の取締役会において、当社が所有する固定資産の譲渡を決議し、令和３年５

月 31日に譲渡を完了しております。 

１．譲渡の理由 

経営資源の有効活用を図るため 

２．譲渡資産の内容 

（１）種類： 土地   347.93㎡ 

       建物  1,291.05㎡ 

（２）所在地： 札幌市中央区大通西５丁目 

（３）現況  当社札幌支店及び賃貸用不動産 

３．譲渡先の概要等 

譲渡先、譲渡価額につきましては、譲渡先との守秘義務により開示は控えさせていただきます。 

なお、譲渡先と当社との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はなく、また当社の関連当

事者にも該当しておりません。 

４．物件引渡日 

  令和３年５月 31日 

５．損益に与える影響 

令和３年９月期において、固定資産売却益約 740百万円を特別利益として計上する見込みです。 

なお、売却にあたり譲渡先と賃貸借契約を締結し、札幌支店は一定期間入居することにより、移転先の検

討期間を設けることとしております。 

１株当たり純資産額 805円16銭 

１株当たり当期純利益 39円15銭 


